
―
国
は
次
ペ
ー
ジ
の
表
の
よ
う
な
十
の
改
革
要
点

を
示
し
て
い
る
。
コ
メ
主
産
地
で
あ
る
本
県
に
及
ぼ

す
影
響
は
大
き
い
よ
う
に
思
う
。
県
と
し
て
、
ど
ん

な
改
革
点
を
重
要
視
し
て
い
る
か
。

　

粟
野
課
長　

当
面
の
大
き
な
改
革
点
は
、
こ
れ
ま

で
面
積
で
配
分
し
て
い
た
転
作
が
生
産
数
量
で
配
分

す
る
方
法
に
変
わ
る
こ
と
だ
ろ
う
。
そ
の
農
家
個
々

へ
の
配
分
の
方
法
は
市
町
村
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ
る

が
、
基
本
的
に
市
町
村
が
策
定
す
る
「
地
域
水
田
農

業
ビ
ジ
ョ
ン
」の
方
向
に
沿
っ
て
配
分
方
針
を
決
め
、

生
産
数
量
を
面
積
換
算
し
て
配
分
す
る
。
生
産
数
量

と
面
積
と
の
関
係
は
農
業
共
済
組
合
の
共
済
引
き
受

け
単
収
等
が
基
礎
デ
ー
タ
と
し
て
活
用
さ
れ
る
。
コ

メ
余
り
が
続
け
ば
次
年
度
以
降
の
生
産
調
整
数
量
が

増
え
る
の
で
、
毎
年
売
り
切
る
コ
メ
に
で
き
る
か
ど

う
か
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
全
国
的
に
消
費
量

が
減
り
続
け
る
一
方
、
お
い
し
い
コ
メ
づ
く
り
が
進

ん
で
い
る
中
で
の
生
産
調
整
の
配
分
方
法
改
革
で
あ

り
、
産
地
間
競
争
が
激
し
く
な
る
と
予
想
で
き
る
。

山
形
県
は
平
成
十
五
年
度
か
ら
「
山
形
こ
だ
わ
り
安

心
米
生
産
運
動
」
を
展
開
し
て
お
り
、
食
味
値
や
一

等
米
比
率
が
高
く
生
産
コ
ス
ト
の
低
い
生
産
技
術
を

普
及
し
売
れ
筋
の
コ
メ
を
生
産
す
る
こ
と
、
土
づ
く

り
、
有
機
農
法
、
特
別
栽
培
米
、
エ
コ
フ
ァ
ー
マ
ー

な
ど
を
拡
大
し
安
全
・
安
心
の
コ
メ
づ
く
り
を
行
う

こ
と
、
意
欲
的
な
農
業
者
が
生
産
す
る
高
品
質
な
米

を
県
の
統
一
ブ
ラ
ン
ド
と
し
て
販
売
す
る
「
山
形
県

ト
ッ
プ
ブ
ラ
ン
ド
米
」
産
地
と
し
て
現
在
、
十
三
地

域
を
指
定
す
る
な
ど
し
て
い
る
。
消
費
地
か
ら
産
地

指
定
を
受
け
永
続
的
な
取
り
引
き
が
で
き
る
信
頼
さ

れ
る
産
地
づ
く
り
を
展
開
し
な
が
ら
県
産
米
の
競
争

力
を
高
め
て
い
く
。

―
こ
れ
ま
で
は
、
作
目
ご
と
に
設
定
さ
れ
て
い
た

転
作
助
成
金
、
転
作
面
積
を
集
積
す
る
こ
と
に
対
す

る
団
地
化
助
成
金
が
あ
り
、
こ
の
助
成
金
が
米
価
低

迷
に
よ
る
所
得
減
を
下
支
え
し
て
き
た
面
が
あ
る
。

こ
れ
ら
各
種
助
成
金
の
体
系
も
変
わ
る
の
か
。

　

粟
野
課
長　

こ
れ
ま
で
「
経
営
確
立
対
策
助
成
」

と
し
て
転
作
作
目
ご
と
に
全
国
一
律
に
助
成
し
て
き

た
が
、
こ
れ
は
廃
止
さ
れ
る
。
ま
た
、
団
地
化
す
る

こ
と
に
よ
る
加
算
金
も
な
く
な
る
。
改
革
で
は
「
作

目
＋
担
い
手
＋
品
質
」
を
基
準
と
す
る
助
成
金
体
系

に
変
わ
り
「
水
田
農
業
構
造
改
革
交
付
金
」
と
い
う

名
称
に
な
る
。
こ
の
助
成
方
法
も
基
本
的
に
は
市
町

村
の
裁
量
に
委
ね
ら
れ「
地
域
水
田
農
業
ビ
ジ
ョ
ン
」

に
沿
っ
て
、
市
町
村
の
条
件
や
戦
略
な
ど
を
考
慮
し

て
運
用
す
る
こ
と
に
な
る
。
国
は
現
在
の
主
業
農
家

が
水
田
面
積
の
約
四
割
を
耕
作
し
て
い
る
状
況
を
、

目
標
年
の
平
成
二
十
二
年
ま
で
に
プ
ロ
経
営
者
が
六

割
を
担
う
ま
で
に
シ
ェ
ア
ア
ッ
プ
さ
せ
る
方
針
だ
。

助
成
金
の
総
額
は
減
る
こ
と
が
避
け
ら
れ
な
い
状
況

に
あ
る
。
こ
の
た
め
担
い
手
農
家
は
経
営
力
を
向
上
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■
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
・
制
新
政
意　

　
　

新
た
な
段
階
へ
向
か
う
、
水
田
農
業

　
　
　
　
　
　
　
　
　

〜 
平
成
十
六
年
度
か
ら
本
格
化
す
る
米
政
策
改
革 
〜

山
形
県
農
林
水
産
部
生
産
流
通
課
の

粟
野
省
三
課
長
に
聞
く

　

平
成
二
十
二
年
度
の
実
現
を
目
指
す
政
府
の
「
米
政
策
改
革
」
が
平
成
十
六
年
度
か
ら
取
り
組
み
を
本
格

化
さ
せ
る
。
需
要
に
即
応
し
た
コ
メ
づ
く
り
を
行
う
水
田
農
業
の
構
造
改
革
で
あ
り
、
消
費
者
重
視
の
コ
メ

づ
く
り
、
担
い
手
の
明
確
化
に
よ
る
創
意
工
夫
を
行
う
強
い
経
営
体
の
育
成
、
農
業
者
が
主
役
で
行
う
需
給

調
整
な
ど
、
従
来
の
施
策
が
大
き
く
ベ
ク
ト
ル
変
化
す
る
改
革
で
あ
る
。
本
県
が
こ
れ
に
ど
の
よ
う
な
姿
勢

で
取
り
組
む
の
か
、
県
農
林
水
産
部
生
産
流
通
課
の
粟
野
省
三
課
長
に
聞
い
た
。



さ
せ
、
収
益
性
の
高
い
経
営
体
に
な
っ
て
い
く
必
要

が
あ
り
、
本
県
と
し
て
も
ハ
ー
ド
面
、
資
金
面
で
支

援
し
て
い
き
た
い
。

―
改
革
で
は
「
集
落
型
経
営
体
」
と
い
う
概
念
を

打
ち
出
し
「
担
い
手
を
明
確
化
す
る
」
と
し
て
い
る
。

し
か
し
、
明
確
化
へ
ス
ム
ー
ズ
に
合
意
形
成
で
き
な

い
か
ら
集
落
営
農
が
進
ま
な
か
っ
た
の
で
は
な
い

か
。
集
落
の
合
意
を
得
て
担
い
手
に
農
地
を
集
積
す

る
特
定
農
業
法
人
は
三
川
町
と
飯
豊
町
に
二
つ
あ
る

だ
け
だ
。
ど
う
担
い
手
を
確
保
す
る
の
か
。

　

粟
野
課
長　

構
造
改
革
は
結
局
人
づ
く
り
で
あ

り
、
育
て
る
べ
き
は
や
る
気
の
あ
る
人
で
あ
る
。
こ

れ
ま
で
は
手
上
げ
方
式
で
担
い
手
を
決
め
て
き
た

が
、
こ
れ
か
ら
は
集
落
の
合
意
が
必
要
に
な
る
。
農

業
者
、
農
業
生
産
法
人
を
含
め
て
担
い
手
の
対
象
と

な
る
が
、
中
心
と
な
る
の
は

認
定
農
業
者
で
は
な
い
か
。

中
山
間
地
で
は
直
接
支
払
い

制
度
で
集
落
協
定
を
結
ぶ
際

に
話
し
合
い
を
し
て
い
る

が
、
平
野
部
で
も
作
業
受
委

託
な
ど
で
担
い
手
の
明
確
化

が
実
質
的
に
進
ん
で
お
り
、

農
用
地
を
集
落
内
で
集
積
す

る
農
用
地
利
用
改
善
団
体
を

育
成
し
な
が
ら
明
確
化
す
る

の
が
よ
い
。
合
意
形
成
に
は

人
々
の
意
見
の
調
整
機
能
を

果
た
す
信
頼
さ
れ
る
コ
ー

デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
い
る
か
ど

う
か
が
成
否
の
要
素
に
な

る
。
水
田
の
畑
地
化
が
進
む

こ
と
に
な
る
が
、
園
芸
作
目

で
産
出
額
が
五
千
万
円
か
ら

一
億
円
未
満
が
県
内
に
は
百

十
三
品
目
程
度
あ
り
、
こ
の

産
地
化
を
後
押
し
し
一
億
円

程
度
の
産
地
に
す
る
こ
と
に

努
め
な
が
ら
産
地
間
競
争
を

生
き
抜
い
て
い
く
必
要
が
あ

る
。
農
業
者
個
人
と
農
村
集

落
と
の
双
方
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
力
が
問
わ
れ
る
。
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１．「米づくりの本来あるべき姿」を平成22年度までに実現 

２．平成20年度から農業者・農業者団体が主役となる需給調整を国と連携して構築 

３．消費者ニーズ、市場動向を基にした調整方式への転換 

４．地域の発想で水田農業の構造改革を進める助成体系を構築 

５．流通規制の緩和 

６．消費者の安全・安心と表示の信頼性の確保 

７．危機管理体制の整備 

８．担い手の経営安定 

９．担い手の育成 

10．多面的機能の発揮、自給率の向上 

食生活の変化の中で外食、中食需要にこたえてお 
らず需要量が減少 

多様な需要にこたえて消費者が求める供給体制を 
構築 

担い手の育成が遅れ、生産構造がぜい弱 
プロ経営者の成長、拡大を支援し21世紀の食料安 
定供給体制を構築 

国が県、市町村を通じて減反面積を配分すること 
で農業者に強制感 

自主的・主体的な調整体制に転換し農業経営者の 
創意工夫を生かす 

減反面積を配分していることから、面積を達成し 
ても実効が上がらず米が余り価格の低下が防げな 
い。有機、直播などに取り組みにくい 

生産数量を調整する方式に変え実効性を確実に。 
過剰米は短期融資で主体的に販売環境整備。安全 
志向、価格志向にこたえる生産を促進 

地域の特性にかかわりなく全国一律で、ばらまき 
との批判がある助成体系 

地域自らが考え行動する構造改革にこたえられる 
助成方式へ。多様な農産物をプロ経営者が中心と 
なり効率的に供給する産地づくりを推進 

規制の多い多段階流通と価格形成の在り方が多様 
化する消費者ニーズにこたえられない 

産地指定や直接取引などの促進、公正・中立な市場 
づくりによる複線・多様で安定的な供給体制の確保 

消費者の食品表示に関する不信感の増大 
生産者名、生産地等を容易に確認できる手法や精 
米規格を導入 

計画流通米（流通量の７割弱）を掌握することに 
よる危機管理 

米が足りない緊急時にも安定供給が図られる体制 
の整備 

価格の変動は大規模な経営等担い手に大きな打撃 
プロ経営者が安心して積極的に挑戦できるように 
セーフティーネット措置 

主業農家のシェアは水田の４割 平成22年にプロ経営者のシェアを水田の６割に 

近年の米消費減少傾向が続くと28万ヘクタールが 
不作付け水田に 

自然環境の保全など多面的機能の発揮、自給率向 
上へ水田を利活用 

米政策改革の10の要点

（農林水産省ホームページから作成）


